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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  13  11

２ 関係会社短期貸付金  1,496  355,935

３ 繰延税金資産  27  62

４ その他  1,665  2,395

流動資産合計  3,202 0.7  358,404 38.2

Ⅱ 固定資産   

１ 投資その他の資産   

(1) 関係会社株式  415,893  420,861

(2) 関係会社長期貸付金  30,000  160,000

(3) 繰延税金資産  74  100

投資その他の資産合計  445,967 99.2  580,961 61.8

固定資産合計  445,967 99.2  580,961 61.8

Ⅲ 繰延資産   

１ 創立費  270  135

繰延資産合計  270 0.1  135 0.0

資産合計  449,440 100.0  939,500 100.0
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前事業年度 

(平成15年３月31日) 
当事業年度 

(平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債   

１ 短期借入金  ―  282,475

２ コマーシャル・ 
ペーパー 

 ―  79,000

３ 未払法人税等  174  577

４ その他  153  675

流動負債合計  328 0.1  362,729 38.6

Ⅱ 固定負債   

１ 社債  ―  70,000

２ 転換社債  31,000  31,000

３ 長期借入金  ―  60,000

４ 役員退職慰労引当金  181  245

固定負債合計  31,181 6.9  161,245 17.2

負債合計  31,509 7.0  523,974 55.8

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※１ 55,730 12.4  55,730 5.9

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  342,894 342,968 

２ その他資本剰余金   

(1) 資本金及び資本準備
金減少差益 

 13,000 12,998 

資本剰余金合計  355,894 79.2  355,967 37.9

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  432 432 

２ 当期未処分利益  13,420 8,688 

利益剰余金合計  13,852 3.1  9,120 1.0

Ⅳ 自己株式 ※２ △7,546 △1.7  △5,292 △0.6

資本合計  417,930 93.0  415,525 44.2

負債・資本合計  449,440 100.0  939,500 100.0
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② 【損益計算書】 

 

  
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益   

１ 受取配当金 ※２ 7,589 8,658 

２ 経営指導料 ※２ 1,739 9,329 100.0 1,765 10,424 100.0

Ⅱ 営業費用   

１ 一般管理費 ※1.2 1,282 13.7  1,332 12.8

営業利益  8,047 86.3  9,091 87.2

Ⅲ 営業外収益   

１ 受取利息 ※２ 73 1,563 

２ 受取手数料 ※２ ― 493 

３ その他  0 74 0.8 0 2,057 19.7

Ⅳ 営業外費用   

１ 支払利息  ― 1,188 

２ 社債利息 ※２ 62 381 

３ 創立費償却  135 135 

４ 社債発行費  ― 388 

５ その他  40 237 2.6 141 2,235 21.4

経常利益  7,884 84.5  8,914 85.5

税引前当期純利益  7,884 84.5  8,914 85.5

法人税、住民税 
及び事業税 

 174 578 

法人税等調整額  △38 136 1.5 △61 517 4.9

当期純利益  7,748 83.0  8,397 80.6

前期繰越利益  5,672  4,655

中間配当額  ―  4,364

当期未処分利益  13,420  8,688
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③ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 

(平成15年６月27日) 
当事業年度 

(平成16年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益  13,420  8,688

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金  8,729 4,381 

  
１株につき

8,000円
１株につき 

4,000円 

２ 取締役賞与  35 8,764 55 4,437

Ⅲ 次期繰越利益  4,655  4,250

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 …移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

２ 繰延資産の処理方法 創立費 

 …５年内で毎期均等額を費用処理す

る方法によっています。 

創立費 

同左 

 ――――――― 社債発行費 

 …支出時に全額費用処理していま

す。 

３ 引当金の計上基準 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えて、

内規による期末要支給額を計上してい

ます。 

役員退職慰労引当金 

同左 

４ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっています。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

 (2) 自己株式及び法定準備金取崩等に

関する会計基準 

  当事業年度から「企業会計基準第

１号 自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準」(平成14年

２月21日 企業会計基準委員会)を

適用しています。この変更に伴う損

益に与える影響は、軽微です。 

  なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しています。 

――――――― 

 (3) １株当たり当期純利益に関する会

計基準等 

  当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成14年９月25日

企業会計基準第２号)及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」(企業会計基準委員会

平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しています。 

  なお、同会計基準及び適用指針の

適用に伴う影響については、(１株

当たり情報)注記事項に記載のとお

りです。 

――――――― 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成15年３月31日) 

当事業年度 
(平成16年３月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 

             普通株式  3,000,000.00株
  発行済株式の総数   普通株式  1,105,235.63 

※１ 会社が発行する株式の総数 

             普通株式  3,000,000.00株
  発行済株式の総数   普通株式  1,105,235.63 

※２ 自己株式の保有数 

             普通株式   14,001.73株

※２ 自己株式の保有数 

             普通株式    9,832.36株

 ３ 貸出コミットメント(貸手側) 

  当社は、子会社(日本製紙株式会社)との間に貸出コ

ミットメント契約を締結しています。当契約に係る貸

出未実行残高は次のとおりです。 

     貸出コミットメントの総額  10,000百万円
     貸出実行残高         1,496百万円
     差引額            8,503百万円

 ３        ――――――― 

 ４        ―――――――  ４ 貸出コミットメント(借手側) 

   当社は、運転資金の効率的な運用を行うため取引

銀行と貸出コミットメント契約を締結しています。

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係

る借入未実行残高は次のとおりです。 

   貸出コミットメントの総額   50,000百万円 
   貸出実行残高           ―百万円 
   差引額            50,000百万円 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

※１ 一般管理費の主なもの 

     人件費        565百万円 
     賃借料        263 
  人件費には役員退職慰労引当金繰入額96百万円が含

まれています。 

※１ 一般管理費の主なもの 

     人件費        546百万円 
     賃借料        248 
     委託作業費      167 
     証券代行手数料    129 
  人件費には役員退職慰労引当金繰入額109百万円が

含まれています。 

※２ 関係会社に係る注記 

  関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ています。 

     受取配当金      7,589百万円 
     経営指導料      1,739 
     一般管理費       280 
     受取利息         73 
     社債利息         62 

 

※２ 関係会社に係る注記 

  関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ています。 

     受取配当金      8,658百万円 
     経営指導料      1,765 
     一般管理費       318 
     受取利息       1,563 
     受取手数料       492 
     社債利息         62 
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(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

 

当事業年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当するものはありません。 

 

(税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

  賞与引当金損金算入限度超過額     10百万円

  役員退職慰労引当金          74百万円

  その他                17百万円

 繰延税金資産小計            101百万円

 評価性引当額              ―百万円

 繰延税金資産合計            101百万円
  

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

  賞与引当金              9百万円 

  役員退職慰労引当金         100百万円 

  その他                53百万円 

 繰延税金資産小計           162百万円 

 評価性引当額              ―百万円 

 繰延税金資産合計           162百万円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

 法定実効税率             42.1％ 

 (調整) 

  受取配当金等永久に益金に 
  算入されない項目         △40.5％ 

  その他                0.1％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   1.7％ 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別内訳 

 法定実効税率             42.1％ 

 (調整) 

  受取配当金等永久に益金に 
  算入されない項目         △36.4％ 

  その他                0.1％ 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率   5.8％ 
  

３ 地方税法等の一部を改正する法律(平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布されたことに伴い、

当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算

(ただし、平成16年４月１日以降解消が見込まれるも

のに限る。)に使用した法定実効税率は、前事業年度

の42.1％から40.5％に変更しています。その結果、繰

延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金

額)が２百万円減少し、当事業年度に計上された法人

税等調整額が２百万円増加しています。 

３        ――――――― 
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(１株当たり情報) 

 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり純資産額 382,957円16銭 １株当たり純資産額 379,285円17銭 

１株当たり当期純利益金額 7,077円70銭 １株当たり当期純利益金額 7,630円73銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

6,813円64銭 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

7,344円99銭 

当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９

月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用していま

す。 

なお、同会計基準及び適用指針を前事業年度に適用した

場合の(１株当たり情報)については、以下のとおりで

す。 

 

１株当たり純資産額 377,779円43銭   

１株当たり当期純利益金額 8,788円93銭   

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

8,432円20銭   

(注) １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益(百万円) 7,748 8,397 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 35 55 

(うち利益処分による役員賞与金) (35) (55)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 7,713 8,341 

期中平均株式数(株) 1,089,774.27 1,093,152.31 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額(百万円) 39 40 

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (35) (36)

(うち事務手数料(税額相当額控除後)) (3) (3)

普通株式増加数(株) 48,062.02 48,062.02 

(うち転換社債) (48,062.02) (48,062.02)
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(重要な後発事象) 
 

前事業年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

１ 洋紙事業の再編 

  当社は、平成14年４月23日、当社グループの洋紙事

業を以下のとおり再編し、日本ユニパックホールディ

ンググループのより強固な経営基盤を確立し、世界的

一流企業グループの実現に邁進することといたしまし

た。 

 (1) 洋紙事業の再編 

   平成15年４月１日、日本製紙株式会社、大昭和製

紙株式会社、日本紙共販株式会社の３社が合併し、

新会社社名を「日本製紙株式会社」として再スター

トいたしました。 

１        ――――――― 

２ 当社によるグループ資金調達の一元化 

  平成15年４月１日より、当社が定めたグループ会社

の必要資金を一元的に調達することといたしました。

これにより当社において金融機関借入、社債の発行な

らびにコマーシャル・ペーパーの発行が発生しており

ます。なお、当社が調達した資金は、連結子会社日本

製紙株式会社に貸付け、同社のキャッシュ・マネージ

メント・サービス(CMS)を介してグループ会社に資金

を供給いたします。平成15年５月末日現在、当社の金

融機関残高は1,144億円、コマーシャル・ペーパーの

発行残高は360億円、社債の発行残高は400億円となっ

ております。 

  また、社債については次の社債発行登録ならびに発

行を行いました。 

２ 社債の発行 

  当社は、平成16年３月29日開催の取締役会決議に基

づき第５回無担保社債(日本製紙株式会社保証付)300

億円を平成16年５月14日に発行いたしました。 

(1) 社債の名称
株式会社日本ユニパックホールディング第５
回無担保社債(日本製紙株式会社保証付) 

(2) 発行額 300億円

(3) 金利 年0.89％

(4) 発行価額 額面100円につき100円

(5) 発行日 平成16年５月14日

(6) 償還期限 平成21年５月14日(５年債)

 
 ① 平成15年３月28日付で関東財務局長に提出した発

行登録書に基づき、次のとおり社債発行登録の効力

が発生しました。 

(a) 効力発生日 平成15年４月９日

(b) 有効期限 平成17年４月４日

(c) 発行予定額 1,500億円

 ② 平成15年３月31日開催の取締役決議に基づき第１

回無担保社債(日本製紙株式会社保証付)および第２

回無担保社債(日本製紙株式会社保証付)をそれぞれ

平成15年５月14日に発行いたしました。 
 

(1) 社債の名称 

株式会社日本ユニパ
ックホールディング
第１回無担保社債 
(日本製紙株式会社保
証付) 

株式会社日本ユニパ
ックホールディング
第２回無担保社債 
(日本製紙株式会社保
証付) 

(2) 発行額 200億円 200億円

(3) 金利 年0.81％ 年0.50％

(4) 発行価額 額面100円につき100円 額面100円につき100円

(5) 発行日 平成15年５月14日 平成15年５月14日

(6) 償還期限 
平成22年５月14日 

(７年債) 
平成19年５月14日

(４年債)
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

      該当するものはありません。 

 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産 ― ― ― ― ― ― ―

有形固定資産計 ― ― ― ― ― ― ―

無形固定資産 ― ― ― ― ― ― ―

無形固定資産計 ― ― ― ― ― ― ―

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産   

創立費 675 ― ― 675 540 135 135

繰延資産計 675 ― ― 675 540 135 135
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 55,730 ― ― 55,730

普通株式  (注)１ (株) (1,105,235.63) (    ―) (    ―) (1,105,235.63)

普通株式 (百万円) 55,730 ― ― 55,730

計 (株) (1,105,235.63) (    ―) (    ―) (1,105,235.63)

資本金のうち 
既発行株式 

計 (百万円) 55,730 ― ― 55,730

(資本準備金)  

 株式払込剰余金 (百万円) 329,133 ― ― 329,133

 株式交換差益 
      (注)２ 

(百万円) 13,760 74 ― 13,835

(その他資本剰余金)  

 資本金及び資本準備 
 金減少差益(注)３ 

(百万円) 13,000 ― 1 12,998

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

計 (百万円) 355,894 74 1 355,967

利益準備金 (百万円) 432 ― ― 432
利益準備金及び 
任意積立金 

計 (百万円) 432 ― ― 432

(注) １ 当期末における自己株式は9,832.36株です。 

２ 当期増加額は平成15年10月1日、サンミック千代田㈱との株式交換による完全子会社化によるものです。 

３ 当期減少額は自己株式処分差損による減少です。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額 
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

役員退職慰労引当金 181 109 45 ― 245
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

１ 現金及び預金 

 

摘要 金額(百万円) 

預金の種類  

当座預金 10 

普通預金 0 

別段預金 1 

小計 11 

現金 ― 

合計 11 

 

2 関係会社短期貸付金 

 

会社名 金額(百万円) 

日本製紙㈱ 355,935 

計 355,935 

 

Ⅱ 固定資産 

１ 投資その他の資産 

(1) 関係会社株式 

 

会社名 金額(百万円) 

日本製紙㈱ 373,091 

日本大昭和板紙㈱ 47,770 

計 420,861 

 

(2) 関係会社長期貸付金 

 

会社名 金額(百万円) 

日本製紙㈱ 160,000 

計 160,000 
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(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

１ 短期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

㈱みずほコーポレート銀行 58,700 

㈱三井住友銀行 37,680 

農林中央金庫 32,270 

みずほ信託銀行㈱ 14,780 

中央三井信託銀行㈱ 13,210 

三菱信託銀行㈱ 12,500 

㈱静岡銀行 8,110 

信金中央金庫 8,000 

㈱北洋銀行 7,500 

㈱UFJ信託銀行 6,350 

その他 83,375 

計 282,475 

 

2 コマーシャル・ペーパー 

 

ディーラー 金額(百万円) 

セントラル短資㈱ 17,000 

東京短資㈱ 14,000 

㈱あおぞら銀行 13,000 

農林中央金庫 10,000 

㈱東京三菱銀行 10,000 

その他 15,000 

計 79,000 
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Ⅱ 固定負債 

１ 社債 

 

摘要 当期末残高(百万円) 

第１回無担保社債 20,000 

第２回無担保社債 20,000 

第３回無担保社債 20,000 

第４回無担保社債 10,000 

計 70,000 

 

２ 長期借入金 

 

相手先 金額(百万円) 

日本生命保険(相) 15,000 

第一生命保険(相) 14,000 

三井生命保険(相) 12,000 

明治安田生命保険(相) 10,000 

住友生命保険(相) 7,000 

全国共済生活協同組合連合会 2,000 

計 60,000 
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(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

 


